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内部統制システム構築の基本方針 

 

１．当社及び当社の子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

(1) 当社は、コンプライアンスを経営の最重要事項と位置付け、アコムグループ倫理綱領及び行動基準

を制定するとともに、コンプライアンスに関する規程及び各種社内規程を整備し、周知徹底する。 

(2) 当社及び当社の子会社は、コンプライアンスに関する委員会等や、コンプライアンスを担当する役

員及び統括部署を設置する。 

(3) 当社及び当社の子会社は、コンプライアンス計画を策定し、その進捗状況を管理する。 

(4) 当社及び当社の子会社は、コンプライアンスに反する行為又は反するおそれのある行為に関する通

報、相談窓口を設置する。 

(5) 当社は、アコムグループ倫理綱領及び当社グループの反社会的勢力に対する基本方針に基づき、反

社会的勢力との関係を遮断し、適正な業務運営を確保するための体制を整備する。 

(6) 当社は、当社グループの財務報告に係る内部統制の基本方針に基づき、財務報告の正確性、信頼性

を確保し、あわせて財務情報開示委員会を設置し、財務情報の開示体制を整備する。 

(7) 当社は、内部監査部署を設置し、その独立性及び専門性を確保するとともに、内部監査に関する規

程に基づき、内部監査体制を整備し、業務の健全性・適切性を確保する。また、当社の内部監査部

署は、当社の子会社の内部統制の整備に資するため、当社の子会社の監査又は監査の支援等を行う。 

 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制 

(1) 当社は、機密情報の管理に関する規程及び関連規程に基づき、取締役の職務の執行に係る文書（電

磁的記録を含む）の管理手続きを定め、当該文書を適切に保存、管理し、必要に応じて閲覧可能な

状態を維持する。 

(2) 当社は、情報の保存、管理の適切性を維持するため、情報セキュリティに関する責任者の任命をは

じめとして、各組織及び役職員の役割を決定し、組織的、体系的に情報の保存、管理を行うととも

に、保存、管理状況を定期的に検証する。 

 

３．当社及び当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 当社及び当社の子会社は、リスク管理に関する規程に基づき、適切かつ効率的なリスク管理体制を

整備する。 

(2) 当社及び当社の子会社は、リスクを統合的に管理するため、リスク管理に関する委員会等や、リス

ク管理を担当する役員及び統括部署を設置する。 

(3) 当社及び当社の子会社は、社内又は社外に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクが顕在化した場

合の経済的損失及び信用失墜等の最小化をはかるとともに、業務の継続及び迅速な業務復旧を行う

ための体制を整備する。 
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４．当社及び当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 当社は、当社グループの経営方針及び経営計画を策定し、適切な手法に基づく経営管理を行う。 

(2) 当社は、取締役会で決議すべき事項以外の業務執行の決定を取締役会から取締役社長に委任すると

ともに、取締役社長を議長とする経営会議を設置し、受任事項について協議決定する。 

(3) 当社及び当社の子会社は、社内規程等により各組織の業務分掌及び職位ごとの決裁基準を定め、意

思決定の迅速化と職務執行の効率化をはかる。 

 

５．当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 当社は、株式公開企業としての独立性を維持しつつ、親会社との協議・報告等に関する規程に基づ

き、親会社との連携をはかるとともに、親会社のグループ経営管理方針等に則り、両グループの業

務の適正化に資するため、当社グループの経営管理体制を整備する。 

(2) 当社は、当社の子会社を管理する部署を設置し、子会社管理に関する規程等に基づき、当社の子会

社の経営管理を行う。また、当社の子会社は、経営及び業務執行に関する重要事項を当社の経営会

議に報告する。 

 

６．当社の監査等委員会の職務を補助する使用人に関する体制 

(1) 当社は、監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会事務局を設置し、監査等委員会を補助

する社員を配置する。 

(2) 監査等委員会を補助する社員の定数及び資格要件等については、事前に監査等委員会と協議して決

定する。 

(3) 監査等委員会を補助する社員は、監査等委員会補助業務の専従とし、取締役（監査等委員であるも

のを除く。）及びその他の業務執行組織の指揮命令を受けないものとする。 

(4) 監査等委員会を補助する社員の配属、異動、評価、懲戒処分に関する決定は、事前に監査等委員会

と協議して決定する。 

 

７．当社の監査等委員会への報告に関する体制 

当社は、当社及び当社の子会社における以下の事項を監査等委員会に報告する。また、監査等委員

会に報告を行った者に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いは行わない。 

①会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

②重大な法令違反等 

③内部監査の実施状況及びその結果 

④内部通報の状況及び通報された事案の内容 

⑤その他監査等委員会が報告を求める事項 

 

８．その他当社の監査等委員会による監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1)当社は、監査等委員会が選定した監査等委員が、経営会議等の重要な会議及び委員会に出席し、あわ

せて、法定備え付け文書のほか職務執行に関する重要文書について閲覧できる体制を確保する。 

(2) 取締役社長は、監査等委員会が選定した監査等委員と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、
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職務執行の課題、監査上の重要課題等について意見を交換し、あわせて、監査等委員会が必要と判

断する要請を受けた場合、その対策を講じる。 

(3) 取締役（監査等委員であるものを除く。）及び社員は、監査等委員会規則及び監査方針等の規定を尊

重するとともに、監査等委員会からの調査又はヒアリング依頼に対し、協力する。 

(4) 内部監査部署は、監査等委員会による監査の実効性確保に資するため、監査等委員会との連携体制

を構築する。 

(5) 監査等委員会が職務の執行上必要と認める費用について監査等委員会より予算の提示を受ける。予

算を超えて緊急又は臨時に支出した費用については、事後の請求を可能とする。 

 

 

 

以 上  

 

制定：平成 18 年５月 19 日  

改定：平成 19 年３月 16 日  

改定：平成 20 年６月 24 日  

改定：平成 21 年３月 19 日  

改定：平成 21 年７月 21 日  

改定：平成 22 年６月 24 日  

改定：平成 23 年４月１日 

改定：平成 27 年４月１日 

改定：平成 29 年６月 22 日 


